
【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 7,552,808   固定負債 27,642

    有形固定資産 2,911,229     地方債等 -

      事業用資産 168,029     長期未払金 -

        土地 13,501     退職手当引当金 27,642

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 -

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 5,023,086

        建物 443,475     １年内償還予定地方債等 -

        建物減価償却累計額 △ 289,708     未払金 -

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 39,287     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △ 38,526     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 695

        船舶 -     預り金 5,022,391

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 5,050,728

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 5,249,390,608

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） 7,168,423,622

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 -

        土地 -

        土地減損損失累計額 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        建物減損損失累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 13,716,000

      物品減価償却累計額 △ 10,972,800

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 4,641,579

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 4,273,678

      長期貸付金 -

      基金 367,901

        減債基金 -

        その他 367,901

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 12,415,312,150

    現金預金 7,171,393,543

    未収金 2,080,807

    短期貸付金 -

    基金 5,241,837,800

      財政調整基金 5,241,837,800

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 12,417,814,230

資産合計 12,422,864,958 負債及び純資産合計 12,422,864,958

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）

令和３年度新潟県後期高齢者医療広域連合



【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 14,087,559,222 2,568,776,010 11,518,783,212 -

  純行政コスト（△） △ 268,879,205,767 △ 268,879,205,767 -

  財源 267,209,479,439 267,209,479,439 -

    税収等 152,973,543,307 152,973,543,307 -

    国県等補助金 114,235,936,132 114,235,936,132 -

  本年度差額 △ 1,669,726,328 △ 1,669,726,328 -

  固定資産等の変動（内部変動） 2,680,614,921 △ 2,680,614,921

    有形固定資産等の増加 465,500 △ 465,500

    有形固定資産等の減少 △ 10,727 10,727

    貸付金・基金等の増加 2,680,191,858 △ 2,680,191,858

    貸付金・基金等の減少 △ 31,710 31,710

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 △ 1,358 △ 323 △ 1,035 -

  その他 △ 17,306 - △ 17,306

  本年度純資産変動額 △ 1,669,744,992 2,680,614,598 △ 4,350,359,590 -

本年度末純資産残高 12,417,814,230 5,249,390,608 7,168,423,622 -

令和３年度新潟県後期高齢者医療広域連合
連結純資産変動計算書

自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第2号】

（単位：円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト △268,879,205,767

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    使用料及び手数料 14,110

    その他 396,043,696

純経常行政コスト △268,879,205,767

      社会保障給付 257,832,189,433

      その他 38,277

  経常収益 396,057,806

        その他 8,827,713,149

    移転費用 258,250,665,650

      補助金等 418,437,940

      その他の業務費用 8,827,713,149

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 23,159

        減価償却費 2,753,927

        その他 -

        その他 1,345,948

      物件費等 2,195,522,382

        物件費 2,192,745,296

        職員給与費 8,691

        賞与等引当金繰入額 695

        退職手当引当金繰入額 7,058

  経常費用 269,275,263,573

    業務費用 11,024,597,923

      人件費 1,362,392

令和３年度新潟県後期高齢者医療広域連合
連結行政コスト計算書

自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



注　記

１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

取得原価
※土地については、固定資産税評価額を基礎とした評価額

（２）有形固定資産等の減価償却の方法

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　建物　　　31年～50年
　工作物　　10年～17年
　物品　　　 5年

（３）引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金
　債権の不能欠損に備えるため、長期延滞債権については個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上
しています。
②退職手当引当金
　期末自己都合要支給額と、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職
手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される
額を加算した額を控除した額の合計額を計上しています。
③賞与等引当金
　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額を計上していま
す。

（４）リース取引の処理方法

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っ
ています。

（５）連結資金収支計算書における資金の範囲

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（新潟県後期高齢者医療広域連合公金運用方針において、
歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

（６）消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理については、税込方式によっています。

（７）その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項

 ①物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。
　ソフトウェアについては、単年度の取得価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。
 ②資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が100万円未満であるとき、又は固定資産の取得価格等の
おおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。

２．その他の注記

（１）連結対象団体の一覧、連結の方法及び連結対象と判断した理由

・新潟県市町村総合事務組合：　比例連結（0.007％）
  市町村総合事務組合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

（２）出納整理期間について

 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられているため、出納整理期間における現金の受払い等
を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。


